
 

病院群輪番制運営事業補助金交付要綱 

令和２年３月 23 日 局長決定 

（目的） 

第１条 この要綱は，一般社団法人神戸市第二次救急病院協議会（以下「協議会」という。）が実施

する病院群輪番制運営事業に関する経費について，地方自治法（昭和 22年法律第 67号），地方自

治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号），神戸市補助金等の交付に関する規則（平成 27年３月神戸市

規則第 38号。以下「補助金規則」という。）に定めがあるもののほか，当該補助金の交付等に関し

て必要な事項を定める。 

 

（対象経費） 

第２条 補助事業の対象となる経費は，協議会が当該年度内に実施する病院群輪番制運営事業に要す

る経費とする。 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は，予算の範囲内で，市長が特に認める場合を除き，別表１に定める額を限度と

する。 

２ 当番日数は，別表２に定める基準日数から算出するものとする。 

 

（交付申請） 

第４条 申請者は，補助金規則第５条第１項に基づき補助金の交付を申請するときは，次に掲げる書

類を，当該補助事業を実施しようとする年度の５月末日までに市長に提出しなければならない。 

(1) 補助金交付申請書（様式第１号） 

(2) 事業計画書 

(3) 補助事業に係る収支予算書 

 

（交付の決定） 

第５条 市長は，補助金規則第６条による補助金の交付決定を行うときは，次に掲げる書類により，

速やかに申請者に通知するものとする。 

(1) 補助金交付決定通知書（様式第２号） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は，補助金規則第６条第３項による補助金の交付が不適当である旨の通知を行うときは，次

に掲げる書類により，速やかに申請者に通知するものとする。 

(1) 補助金不交付決定通知書（様式第３号） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

 

（補助事業の変更等） 

第６条 補助事業者は，補助金規則第７条第１項第１号に掲げる承認を受けようとするときは補助金

交付決定内容変更承認申請書（様式第４号）を，同第２号に掲げる承認を受けようとするときは補

助事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を，市長に提出しなければならない。 



 

２ 市長は，前項の申請があったときは，当該申請に係る書類の内容を審査し，承認することが適当

であると認めたときは，その旨を補助金交付決定変更通知書（様式第６号）又は補助事業中止（廃

止）承認通知書（様式第７号）により，補助事業者に通知するものとする。 

 

（実績報告書の提出） 

第７条 補助事業者は，補助金規則第 15 条に基づき補助事業の実績を報告するときは，次に掲げる書

類を，当該補助事業の完了後，速やかに市長に提出しなければならない。 

(1) 補助事業実績報告書（様式第８号） 

(2) 事業の実施状況が分かる書類 

(3) 補助事業に係る収支決算書 

 

（交付額の確定） 

第８条 市長は，補助金規則第 16条による補助金の交付額の確定を行ったときは，次に掲げる書類に

より，速やかに補助事業者に通知するものとする。 

(1) 補助金額確定通知書（様式第９号） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の請求） 

第９条 補助事業者は，補助金の交付を受けようとするときは，補助金請求書（様式第 10 号）を前条

の確定通知を受領後ただちに市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の請求があったときは，速やかに補助金を補助事業者に支払うものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第 10条 市長は，補助金規則第 19条による補助金の交付決定の全部又は一部を取消したときは，速

やかに，その旨を補助金交付決定取消通知書（様式第 11 号）により当該補助事業者に通知するもの

とする。 

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付を取消した場合において，既に補助金を交付していると

きは，期限を定めて補助金を返還させるものとする。 

 

（その他） 

第 11条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付に関して必要な事項は，別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成 18年４月１日より協議会が実施する病院群輪番制運営事業等について適用す

る。 

２ この要綱は，平成 18年４月１日から施行する。 

３ この要綱は，平成 20年４月１日から施行する。 

４ この要綱は，平成 20年７月 30日から施行する。ただし，平成 20年４月１日から適用する。 



 

５ この要綱は，平成 21年４月１日から施行する。 

６ この要綱は，平成 22年 12 月１日から施行する。 

７ この要綱は，平成 24年４月１日から施行する。 

８ この要綱は，平成 25年３月 19日から施行する。ただし，平成 24年 10 月１日から適用する。 

９ この要綱は，平成 26年４月１日から施行する。 

10 この要綱は，平成 26年４月１日から施行する。 

11 この要綱は，平成 27年４月１日から施行する。 

12 この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

  



 

別表１（第３条関係） 

 交付額（上限） 

①内科系・外科系輪番病院 

平日夜間 

２４４，８４０円×当番日数 

土曜昼間 

１７８，９４０円×当番日数 

土曜夜間 

２４４，８４０円×当番日数 

休日昼間 

３５９，１４０円×当番日数 

休日夜間 

６５６，８６０円×当番日数 

ゴールデンウィーク加算額（昼間） 

８，９７８円×当番日数×１０病院 

ゴールデンウィーク加算額（夜間） 

１６，４２１円×当番日数×１０病院 

年末年始加算額（昼間） 

１２，５６９円×当番日数×１０病院 

年末年始加算額（夜間） 

２２，９９０円×当番日数×１０病院 

内科系・外科系輪番病院加算額 

５，０００，０００円×１年 

②脳疾患輪番病院 １７，８９４円×当番日数×２病院 

③循環器疾患輪番病院 １７，８９４円×当番日数×２病院 

④小児疾患輪番病院 

６８，３１０円×当番日数×１病院 

ゴールデンウィーク加算額（昼間・夜間） 

１７，０７７円×当番日数×１病院 

年末年始加算額（昼間・夜間） 

２３，９０８円×当番日数×１病院 

夜間加算額 

１９，７７０円×当番日数×１病院 

夜間加算額は，夜間加算（労働基準法第37条第１項及び第３項に定

める割増賃金（時間外(125/100以上)及び深夜(150/100，160/100又

は125/100以上)））を手当てしている場合に交付する。 



 

⑤整形外科輪番病院 

１７，８９４円×当番日数×３病院 

ゴールデンウィーク加算額（昼間・夜間） 

４，４７３円×当番日数×３病院 

年末年始加算額（昼間・夜間） 

６，２６２円×当番日数×３病院 

⑥その他専門科目輪番病院 

１７，８９４円×当番日数×２病院 

ゴールデンウィーク加算額（昼間・夜間） 

４，４７３円×当番日数×２病院 

年末年始加算額（昼間・夜間） 

６，２６２円×当番日数×２病院 

⑦当番支援病院 

１３，５７０円 

当番空白日において診療可能な科目を，協議会が使用している救急

医療情報システムを通じて公開している場合に交付する。 

⑧事務経費 
２，０００，０００円 

当番病院の編成等，事業の運営に必要な事務経費とする。 

【備考】 

②～⑥については，当番空白日であっても積極的に受け入れ可能な診療科目を救急隊向けに公開

している病院があれば，当番日と同様の単価を適用し，補助金を交付する。 

 

別表２（第３条関係） 

区  分 対  象  時  間 基準日数 

夜  間 午後６時から翌午前８時まで診療を行うもの １日 

休日昼間 午前８時から午後６時まで診療を行うもの １日 

土曜昼間 

小児科以外 
午前１２時から午後６時まで 

診療を行うもの 
０．５日 

小児科 
午前８時から午後６時まで 

診療を行うもの 
１日 

【備考】 

休日とは，日曜日，国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に定められ

る休日及び年末年始をいう。 

年末年始とは，１２月２９日から１月３日までをいう。 

ゴールデンウィークとは，５月３日から５月５日までをいう。 

 


